
 

（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 神奈川県平塚市令和4年度
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※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※令和5年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和4年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

※「定員管理の状況」の「人口1,000人当たり職員数」の算出に用いる職員数及び「給与水準（国との比較）｣の｢ラスパイレス指数｣については、各調査対象年度の

地方公務員給与実態調査に基づいている。

財政力

財政力指数 [0.95]
類似団体内順位

6/23
全国平均

0.49
神奈川県平均

0.86

財政力指数の分析欄

公債費（公害防止事業債償還費等）や臨時財政対策債償還基金費の減があるも
のの、生活保護費や高齢者保健福祉費の増により、基準財政需要額は約395億円と
なった。基準財政収⼊額は利⼦割交付金の減があるものの、市⺠税や固定資産税
の増により、前年度比で約18億円増の約375億円となった。
財政力指数は単年度で0.950となり、3か年平均では0.953となった。⺠間活力の

導⼊やデジタル化の推進等、行政の効率化に努めるとともに、市税等の徴収業務
の強化に取り組む。
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [96.7%]
類似団体内順位
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92.2
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96.7

経常収支比率の分析欄

地方税や地方消費税交付金の増があったものの、地方交付税や臨時財政対策債
等の減により、分⺟である経常⼀般財源は約11.8億円減少した。
⼀方、分⼦である経常経費充当⼀般財源は、下水道事業会計への負担金の減が

あるものの、平塚文化芸術ホール管理運営事業等の増により、前年度比で約23.5億
円の増となった。
この結果、経常収支比率は96.7％となり、前年度比で6.5ポイント増加した。

今後も、行財政改革の取組により改善に努める。
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [131,310円]
類似団体内順位
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人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

人事院勧告を踏まえた人件費の増や、平塚文化芸術ホール管理運営事業等の増
により、人口⼀人当たりの人件費・物件費は約10千円増加した。
今後も低コストで質の高い行政サービスが提供出来るよう⺠間活力の導⼊検討

や、事業の廃止・抜本的見直しなど行財政改革の取組を推進し、⼀層の経費の削
減に努める。
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.8]
類似団体内順位
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ラスパイレス指数の分析欄

給与については人事院勧告に準じた改定により適正化に努めている。令和４年
度決算のラスパイレス指数は、全国市平均及び類似団体平均は下回っているが全
国町村平均を上回っているため、今後も事務量に見合う適正な職員配置に努め、
⼀層の縮減努力を行う。
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定員管理の状況

人口1,000人当たり職員数 [6.72人]
類似団体内順位
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人口1,000人当たり職員数の分析欄

事務量に見合う適正な職員配置や採用の抑制に努めているが、依然として類似
団体平均を上回っている。
⼀部窓口業務を⺠間委託する等、デジタル化の推進やアウトソーシングの活用

を図ることで、今後も引き続き計画的な管理に努める。
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [4.7%]
類似団体内順位
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実質公債費比率の分析欄

元利償還金の増による分⼦の増に加え、臨時財政対策債発行可能額の減や普通
交付税額の減による分⺟の減により、実質公債費比率は1ポイント増の4.7％となっ
た。
今後は相模小学校移転整備事業や見附台地区周辺整備事業による建設債の償還

が本格化し、元利償還金が増加することから、借⼊れと返済のバランスや人口減
少に伴う将来世代への過度な負担転嫁に配慮し、総額抑制及び平準化に努める。
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将来負担の状況

将来負担比率 [22.5%]
類似団体内順位
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将来負担比率の分析欄

地方債現在高の減や公営企業等繰⼊見込額の減等により、将来負担比率は２．
７ポイント減の２２．５％となった。
令和４年度決算では、類似団体平均値を１１．６ポイント上回る結果となった。

今後も将来負担に配慮し、健全な財政の運営に努める。
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